（別紙３）

令和７～８年度

丹波市建設工事入札参加資格審査申請に係る

主観点数の申告について

　

丹波市の建設工事入札において、主観点数による評点の加点を希望する方は、丹波市建設工事入札参加資格審査申請に係る主観点数の申告書と下記の書類を添付して下さい。
	項目
	必要書類
	備考
	点数

	障害者雇用
	障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）第43条第７項の規定により身体障害者又は知的障害者の雇用に係る厚生労働大臣への報告義務を有し、かつ、同条第１項に規定する数（以下「法定雇用障害者数」という。）以上の障害者を雇用していることを証する書面　※1
	障害者雇用状況報告書の写し等
	24点

	
	上記の報告義務を有するが、障害者雇用数が法定雇用障害者数に満たない場合
	法定雇用障害者数の2/3以上（１人未満の端数があるときは、その端数は切り捨てる。以下同様）の障害者を雇用している場合
	
	16点

	
	
	法定雇用障害者数の1/3以上、2/3未満の障害者を雇用している場合
	
	12点

	
	
	１人以上、法定雇用障害者数の1/3未満の障害者を雇用している場合
	
	８点

	
	上記の報告義務を有しないが、身体障害者若しくは知的障害者を雇用していることを証する書面
	主観加点様式１
（添付書類は不要）
	20点

	子育て支援制度
	(1) 次世代育成支援対策推進法（平成15年法律第120号）に基づく一般事業主行動計画を策定し、同法第12条第１項に規定する厚生労働大臣への届出をしていることを証する書面

又は同条第４項に規定する策定義務のない者で一般事業主行動計画を策定し、厚生労働大臣に届出を行っていることを証する書面　※2
	一般事業主行動計画策定・変更届の写し等
	10点

	
	(２)　上記(１)により届け出た一般事業主行動計画に基づきその計画を実施し、当該一般事業主行動計画に定めた目標を達成したことその他の厚生労働省令で定めた基準に適合するものである旨の認定を受けたことを証する書面
	
	10点

	
	(３)　兵庫県子育て応援協定要綱に基づく子育て応援協定で家庭に配慮した取り組みを行うことについて兵庫県と協定を締結したことを証する書面
	
	８点

	男女共同参画社会づくり制度
	(４)兵庫県の男女共同参画社会づくり条例（平成14年制定）第13条の規程に基づき、兵庫県と男女共同参画社会形成に係る協定を締結したことを証する書面
	
	８点

	ＩＳＯ認証取得
	(１)　9000シリーズ

入札参加資格審査申請において、登録を希望する本店又は支店等営業所全てが、ＪＩＳＱ9001（ＩＳＯ9001）を公益財団法人日本適合性認定協会（以下「ＪＡＢ」という。）又はＪＡＢと相互認証している認定機関に認定されている審査機関登録から認証されていることが確認できる書類
	
	16点

	
	(２)　14000シリーズ
入札参加資格審査申請において、登録を希望する本店又は支店等営業所全てが、ＪＩＳＱ14001（ＩＳＯ14001）をＪＡＢ又はＪＡＢと相互認証している認定機関に認定されている審査機関登録から認証されていることが確認できる書類
	
	16点

	地球温暖化防止対策
	(１)　入札参加資格審査申請において、登録を希望する本店又は支店等営業所全てが、一般財団法人持続性推進機構からエコアクション21の認証を取得した認証登録書の写し
	
	12点

（ただし、ISO14000シリーズ認証を取得した場合との重複加点は行わない。）

	
	(２)　「丹波市ノーマイカー通勤の日」運動に参加した場合、実績報告書の写し
	
	６点

	
	(３)　丹波市地球温暖化防止対策推進事業所認定要綱に基づく推進店の認定を受けた認定書の写し
	
	８点

	社会貢献活動等

※3 
	(１)　災害応急対策業務に係る協定等を丹波市と締結した協定書の写し
	
	12点

	
	(２)　上記(１)の協定等に基づく丹波市からの要請により出動した場合
	主観加点様式２、協定書等の写し
	16点

	
	(３)　丹波市が発注する除雪又は凍結防止剤散布業務を受託の実績がある場合
	主観加点様式３、契約書の写し
	16点

	
	(４)　丹波市が管理する道路河川等の公共施設への愛護活動を行った場合
	主観加点様式４、

活動状況のわかる写真
	６点

	
	(５)　建設労働災害防止活動を行った場合
　　　
	主観加点様式５、
活動状況のわかる書類
	６点

	
	(6) 建設業暴力追放活動を行った場合

（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（暴力団対策法）第14条に規定される講習を受講したことを証する修了書の写し）
	
	６点

	
	(７)　ボランティア活動等で地域に多大な貢献をした場合
	主観加点様式６、

活動状況のわかる写真
	６点


※1　法第43条第７項に規定する事業主は、毎年、６月１日現在における対象障害者（法第37条第２項に規定する対象障害者をいう。）の雇用に関する状況を、翌月15日までに、厚生労働大臣の定める様式により、その主たる事務所の所在地を管轄する公共職業安定所(その公共職業安定所が二以上ある場合には、厚生労働省組織規則(平成13年厚生労働省令第1号)第792条の規定により当該事務を取り扱う公共職業安定所とする。)の長に報告しなければならない。

※2　次世代育成支援対策推進法に基づき、101人以上の労働者を雇用する事業主は、「一般事業主行動計画」を策定し、その旨を都道府県労働局へ届け出なければなりません。
　100人以下の労働者を雇用する事業主も、「一般事業主行動計画」を策定し、その旨を都道府県労働局へ届け出るよう努めなければなりません。
※3　令和５～６年度の活動のみ。

